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（要綱様式第１号）
林地開発許可申請書
年	月	日
福	島	県	知	事
住	所
法人にあっては、名称
申請者氏名
及び代表者の氏名
電話番号	（	）
次のとおり開発行為をしたいので、森林法第１０条の２第１項の規定により許可を申請し
ます。

	開発行為に係る森林の
所	在	場	所
	市	町
大字	字	地番
郡	村

	開発行為に係る森林の
土	地	の	面	積
	

	開	発	行	為	の	目	的
	

	開発行為の着手予定年月日
	

	開発行為の完了予定年月日
	

	開発行為の施行体制
	

	備	考
	


（注意事項）
１	面積は、実測とし、ヘクタールを単位として小数第４位まで記載すること。
２	開発行為を行うことについて環境影響評価法（平成９年法律第81号）等に基づく環境影響評
価手続を必要とする場合には、備考欄にその手続の状況を記載すること。
３	開発行為の施行体制の欄には、開発行為の施行者を記載するとともに、その施行者に防災
措置を講ずるために必要な能力があることを証する書類を添付すること。なお、申請時におい
て開発行為の施行者が確定していない場合における当該欄の記入については、開発行為に着手
する前に必要な書類を提出することを誓約する書類等の提出をもってこれに代えることができ
る。


（様式２）
計	画	説	明	書

	住	所
設	計	者
氏	名
	
	住	所
申	請	者
氏	名
	

	開発対象区域の場所
	

	計
画
の
方
針
	目的及び施設の名称
	

	
	基	本	方	針
	

	開
発
対
象
区
域
の
現
況
	地	類	区	分
	山	林
	農	地
	宅	地
	官有地
	その他
	計

	
	面	積(ha)
	
	
	
	
	
	

	
	比	率(％)
	
	
	
	
	
	100％

	
	地	況	・	林	況
	

	土
地
の
利
用
計
画
	地類別区分
用途区分
	山	林
	その他
(農地･宅地等)
(D)
	合	計
(C)+(D)

	
	
	開発行為
の面積
(A)
	残	置	す	る
	計
A+B=C
	
	

	
	
	
	面積(B)
	比率(%)
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	開
発
事
業
の
計
画
	主要施設及び工種
	

	
	
	

	防災施設等の維持管
理方法、開発完了後
の維持管理方法
	

	その他参考事項
	




（参考様式２－１）
開発事業区域内土地明細表

	番号
	所	在	場	所
	地	目
	筆毎の面積
	土	地	所	有	者
	左記以外の権利者
	備	考

	
	市町村
	大字
	字
	地番
	登記
	現況
	登記
	実測
	住	所
	氏	名
	権利の種類
	住	所
	氏	名
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１	開発面積の詳細を別紙「付属表」にまとめること。
２	字毎に字計、表毎に小計を出し、最後に合計数字を記入すること。


（参考様式２－１－１）
付	属	表	Ⅰ	（	森	林	）

	土	地
明細表
番	号
	１５年生以下の森林（㎡）
	１５年生を超える森林（㎡）
	森林面積計
（㎡）
	造成森林
面	積
（㎡）
	造成緑地
面	積
（㎡）
	林	況
	備	考

	
	開発面積
	残置面積
	小	計
	開発面積
	残置面積
	小	計
	
	
	
	人天別
	樹	種
	林	齢
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１	「開発事業区域内土地明細表」のうち現況森林部分についてのみまとめること。
２	１５年生以下、１５年生を超える森林区分は、開発目的が「別荘地、スキー場、ゴルフ場、宿泊施設・レジャー施設・太陽光発電設備の設置」の場
合のみ行うものとし、他は１５年生以下の欄に記入すること。
３	各面積は、１枚毎に小計を出し最後に合計を記入すること。
４	備考欄には、林業投資状況等を記入すること。


（参考様式２－１－２）
付属表Ⅱ（森林以外）

	土	地
明細表
番	号
	面	積	区	分（㎡）
	造成森林面積
（㎡）
	造成緑地
面積（㎡）
	備	考

	
	開発面積
	残置面積
	計
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


（注）１	「開発事業区域内土地明細表」のうち森林以外部分についてのみまとめること。
２	各面積については、１枚毎に小計を出し最後に合計を記入すること。


（参考様式３）
残置森林等保全管理計画概要書

	１	残置又は造成する森林、緑地の場所及び面積

	区	分
	森	林
	緑	地
	面積計

	
	市町村・大字・字・番地
	面	積
	市町村・大字・字・番地
	面	積
	

	残置する
	
	(ha)
	
	(ha)
	(ha)

	造成する
	
	(ha)
	
	(ha)
	(ha)

	面積計
	
	(ha)
	
	(ha)
	(ha)

	２	権利の取得状況

	３	造	成	計	画

	４	保全管理計画


（注）１「権利の取得状況」欄は、残置又は造成する森林（緑地）に関する具体的権利名を記載して
ください。なお、既に権利を取得している場合にはそれを証する書類を添付してください。
２「造成計画」欄には植栽樹種、本数、張芝等具体的な施行計画の概要について記載してくだ
さい。
３「保全管理計画」欄には、森林及び緑地の維持管理を図るための措置を記載してください。
また、施工後２年間は緑化状況を確認することとし、その具体的方法について記載してくだい。
なお、既に「地方公共団体等」と協定をしている場合にはその写しを添付してください。


（参考様式３－１）

	残置又は造成する森林（緑地）の
維持管理に関する協定書
（	地区）で行う森林法に基づく開発行為により、残置又は、造成する森林（緑地）の維持
管理について、下記のとおり協定いたします。
協定年月日	年	月	日
住	所
開発行為者
（甲）	氏	名
住	所
市町村長
（乙）	氏	名
記

	区域の場所及び事業名称

	共通的事項
	

	森	林
	

	緑	地
	


（注）残置又は造成する森林（緑地）の永続的な維持管理のために必要となる次に掲げる事項を協
定してください。
１	管理責任
２	当該森林（緑地）についての権利及びその譲渡、承継等にあたって維持管理に支障を生じ
させないための措置
３	森林（緑地）機能の維持増進を図るための措置
４	立木の伐採及び植栽、保育等の施業の取扱い
５	その他必要な事項


（参考様式４）
一	時	利	用	計	画	概	要	書

	１	利用場所
	２	利用目的

	３	利用面積（開発行為に係る）

	４	利用期間

	５	利用計画の概要

	６	利用後の原状回復方法


(注)１「利用面積」欄には、「一時利用の全体面積」と「森林に係る部分の面積」を
併記してください。
２「利用期間」欄には、「一時利用の予定期間」と「一時利用後の原状回復等の
ための予定期間」を併記してください。
３「利用計画の概要」欄は、「開発行為の内容」と「利用方法」に分けて、土取、
捨土、設置する施設等具体的な計画内容の概要を記載してください。
４「利用後の原状回復方法」欄は、施設の撤去、跡地の埋め戻し、法面の保護、
植樹等具体的な方法の概要を記載してください。
５必要に応じ一時利用計画及び原状回復計画の図面（平面、断面、構造図等）を
添付してください。


（参考様式５）
資	金	計	画	書
下記のとおり相違ありません。
年	月	日
住	所
申請者
氏	名

	概
要
	設	立	年	月	日
	
	資本金
	千円

	
	法令による登録等
	

	
	従	業	員	数
	人（うち土木建築関係技術者	人）

	
	前	年	度	事	業	量
	千円
	
	千円

	
	主たる取引金融機関
	

	今
回
申
請
事
業
経
費
	事
業
収
支
計
算
書
	収
入
の
部
	１	自己資金	千円
２	融資金額
	３	そ	の	他

	
	
	支
出
の
部
	１	用	地	費	千円
２	土	木	費
３	防	災	費
４	附	帯	費
	５	そ	の	他




令和	年	月	日
福島県知事	様
誓	約	書
私は（当法人は）、森林法（昭和26年法律第249号）第10条の2第1項の規定による開発行為
の許可申請に当たり、次の事項を誓約します。
1	申請者は、同法第10条の3第1項の規定による開発行為の中止又は復旧に必要な行為をすべ
き旨の命令を受けており、かつ、これに従っていない者に該当しません。
2	本誓約書の記載内容は、事実と相違ありません。
※	県が、申請者の資力及び信用を確認するため必要があると認める場合には、申請者の代表社員、業
務執行社員、親会社、出資者、その他当該開発行為の実施に実質的に関与する者との関係並びにこれら
の者に係る森林法第10条の3第1項の規定による命令及びその履行状況について、説明又は関係資料の提
出を求めることがあります。

	住所（所在地）
	

	
	

	
	

	氏名（名称）
	

	
	

	
	

	代表者職・氏名
	

	
	

	
	


※法人の場合は、所在地、法人名並びに代表者の職及び氏名を記載してください。個人の場合は、住所
及び氏名を記載してください。


（参考様式６）
水害防止施設の必要性検討表

	













	開発箇所名
	
	沢、河川等名
	

	区分
	開発による流量の増加量
	施設ネックポイントの流化能力
	水害防止施設
流下断面改修の
必要性検討
Ｄ≧Ａ不要
Ｄ＜Ａ	要
	施	設
管理者名
	備	考
（１％の
流量増解消点）

	地
点
№
	流域
面積
	
	流出係数別面積
	平均
流出
係数
	到達時間
	施設の対
応雨量強
度	Ｎ
	１／Ｎの
ピーク
流	量
	開発による流
量の増加量％
（１％＞）
	施設の
粗度係数
	勾
配
	流速	Ｂ
	対応する施設の
流下可能量
Ｂ×Ｃ＝D
	
	
	

	
	
	
	0.
	0.
	0.
	0.
	
	
	流入
	流出
	計
	
	
	
	
	
	断面積C
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	径	深
	
	
	
	
	
	

	
	
	開発前
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	開発後
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	A
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	開発前
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	開発後
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	A
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	開発前
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	開発後
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	A
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	開発前
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	開発後
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	A
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	開発前
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	開発後
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	A
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	開発前
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	開発後
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	A
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	開発前
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	開発後
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	A
	
	
	
	
	
	
	
	


注）１	調査は、１％の流量増が解消される地点まで実施してください。
２	上記表の算出根拠資料を添付してください。


（参考様式７）
水	利	用	実	態	整	理	表

	水	の	確	保

	水源等の種類
	水源等の所在
及	び	管	理	者
	利	用	実	態
	水	の	確	保	対	策
	貯	水	池	、	導	水	路	改	良	等	が
あ	る	場	合	の	施	設	の	概	要

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	（一次放流先における水利用者との協議状況）

	

	水	質	悪	化	の	防	止

	対策
の必
要性
有無
	有	る	場	合	の	対	策	等

	
	水	質	悪	化	防	止	措	置

	
	

	
	




（参考様式８）
開	発	行	為	同	意	書
年	月	日
様

	貴殿が（	地区）で森林法に基づき、	を目的とする開発行為を行うことについて異
議なく、その施行について同意します。

	土地の権利関係者

	所在及び番地
	地	目
	地	積
	権利の
種	別
	同	意
年月日
	同意者の住所氏名
	印
	共有関係

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


※	開発行為に係る森林の場合は、印鑑登録証明書を添付してください。
（注）「権利の種別欄」には所有権、地上権、抵当権、賃貸借権の種別を記入すること。


（参考様式９）
公共施設管理者の同意書
年	月	日
様
住	所
公共施設管理者
氏	名
貴殿が（	地区）で森林法に基づく開発行為を行うことについて、開発区域予定地内に
存する下記公共施設については、当該開発行為の設計に従い措置されることに同意します。
記

	公	共	施	設	名
	所	在
	措	置	条	件

	
	
	




（参考様式１０）
用排水施設管理者の同意書
年	月	日
様
住	所
施設管理者
氏	名
貴殿が（	地区）で森林法に基づき、	を目的とする開発行為を行うことによる用
排水については、下記措置条件に従い用排水することに同意します。
記

	施	設	名
	所	在
	措	置	条	件

	
	
	




（参考様式１１）
公共施設管理予定者との協議書
年	月	日
福	島	県	知	事
住	所
申請者
氏	名
（	地区）で行う森林法に基づく開発行為に関する工事により設置される公共施設等について、
当該公共施設管理予定者と下記のとおり協議しました。
記
１	協議一覧表

	協	議	事	項
	概	要
	公	共	施	設	管	理	予	定	者
（	協	議	の	相	手	方	）

	
	幅員寸法
	延	長
	面	積
	

	道	路	施	設
	
	
	
	

	河川、水路施設
	
	
	
	

	水	道	施	設
	
	
	
	

	農業用排水施設
	
	
	
	

	た	め	池
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



	
２	公共施設管理予定者との協議経過

	公共施設の名称

	協議事項
	協	議	内	容
	協	議	結	果

	設	計
	
	

	維持管理
	
	

	土地の帰属
	
	

	費用の負担
	
	

	そ	の	他
	
	

	協	議	年	月	日	年	月	日

	住	所
開発行為申請者
氏	名

	住	所
公共施設管理予定者
氏	名




（参考様式１２）
水	利	権	者	の	同	意	書
年	月	日
様
住所
水利権者
氏名
住所
水利権者
氏名
住所
水利権者
氏名
貴殿が（	地区で）森林法に基づき、	を目的とする開発行為を行うことによる水利につ
いては、下記の措置条件により同意します。
記

	施	設	名
	所	在
	措	置	条	件

	
	
	




（参考様式１３）
環境保全に関する協定書
森林法に基づく開発行為の施行地区並びにその周辺地区の環境を保全するための措置につ
いて、下記のとおり協定する。
協定年月日	年	月	日
住	所
開発行為者
（甲）	氏	名
住	所
市町村長
（乙）	氏	名

	開発区域の場所
	

	開発行為の目的、名称
	

	協	定	事	項
	協	定	内	容

	
	




